
C ．豊 かな生 活

安 心 ・安 全

関係

府 省等
対 応状 況 主 な成 果 課題 これか らの取 り組 み

ィ ．税 制改 革

・金融資産課税の見直しを財務省・総 ・平成1 5年度税制改正に 第156画国会に、平成15年度税 （訂第156回国会において平成15
検討する。 務省・金融

庁
おいて、上場株式等の配当
及び公募株式投資信託の収
益分配金並びに上場株式等
の譲渡益について、2 0 ％
源泉徴収で納税が完了する
仕組み （申告不要）を導入
するとともに、今後、5年
間1 0 ％の優遇税率を適用
する。また、公募株式投資
信託の償還 （解約）損と株
式等譲渡益との通算を可能
とすることとしている。

制改正法案を提出。 年度税制改正法案の年度内成立
を図る。法案の成立・施行にあ
たっては、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の手段に
よりPR・情報提供を行う。
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二 ． 金 融 シ ス テ ム 改 革

（直接金融市場の整備） 金融庁 各証券取引所等に対し、四 各証券取引所等において
・金融庁は、四半期開示に 半期開示に向けた取組みの は、上場企業等に対し、
向けた取組みを強化すると 進め方等を明らかにする行 ①15年4月以降に開始する事
の観点から、取引所等に対 勤計画の策定を、14年6月下 業年度から 「四半期業績の
し、その進め方等を明らか
にする行動計画の策定を、
6月中に要請する。

旬に要請。 概況」の開示を義務付ける
とともに、
（む16年4月以降に開始する事
業年度を目標に 「四半期財
務 ・業績情報」の開示を義
務付ける
ことを内容とする 「四半期
財務情報の開示に関するア
クション・プログラム」を
14年7月までに公表済。

四半期開示に向けた取り組
みにかかるスケジュールを
明示したことにより、四半
期開示の必要性及び緊急性
についての認識が浸透。

・金融庁は、株式投資単位 金融庁 各証券取引所等において 上場会社等に投資単位の引 投資単位の引下げは着実に 各証券取引所等において
の引下げについて取引所等 は、投資単位の高い会社に 下げを継続的に要請した結 進展しているものの、未だ は、引き続き投資単位の高
を通じ企業側に一層の推進 対し投資単位の引下げを継 果、投資単位が50万円未満 投資単位が100万円超の会社 い会社に対し投資単位の引
努力を求める。 続的に要請している。 である会社の割合は増加し

ており、投資単位の引下げ
は着実に進展している。

（参考）全上場会社等に占め
る投資単位が50万円以下の
会社の割合の推移
13年3月末　　 67．9％
14年3月末　　 76．6％
14年12月末　 86．2％

が約3％（105社）ある。 下げを要請していくととも
に、3月決算会社以外の投資
単位の高く投資単位の引下
げに消極的な会社に対して
も、順次、投資単位の引下
げの勧告を実施し、勧告を
行ったにもかかわらず、次
の事業年度末までに勧告に
沿った対応が行われなかっ
た場合には、その旨を公表
する予定。
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C ． 豊 か な 生 活

安 心 ・安 全

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

二 ． 金 融 シス テ ム 改 革

1．新しい金融システムの枠

金融庁

・「預金保険法の一部を改正 ・法律公布（12月18日）。関係 ・17年4月のペイオフ解禁に向
組み
（1）安心できる金融システム
の構築
（イ）決済機能の安定確保

する法律案」を第155回臨時国
会に提出。

政省令公布（1月22日）。 け必要な準備を進める。

（ウ）モニタリング体制の整備

金融庁

・「金融問題タスクフォース」を
年内立上げ。公認会計士、弁
護士、学者、産業界関係者、
金融実務家等からメンバーを
選定。

・タスクフォースを設置、メン
バー公表（12月27日）。第1回
会合（1月22日）、第2回会合（2
月26日）、第3回会合（3月13
日）を開催。

・タスクフォースを随時開催。

（2）中小企業貸出に対する十
分な配慮
（ア）中小企業貸出に関する
担い手の拡充（銀行免許認

金融庁

・銀行免許認可の迅速化につ
いては直ちに対応。 ・信託業については金融審議 ・中小企業貸出信託会社につ

可の迅速化） ・中小企業貸出信託会社につ 会の下のW Gにおいて検討中 いては、速やかに検討。あわ
いては、速やかに検討。あわ （11月27日、12月27日に信託W せて、信託業について金融審
せて、信託業について金融審
議会において幅広く検討。

G 開催）。 議会において幅広く検討。

（イ）中小企業再生をサポート

金融庁

・中小企業再生信託型スキー ・中小企業再生信託型スキー

・15年3月期末に向け、金融機
関による当該スキームの活用
を促す。

する仕組みの整備（R C C信 ム（R C C信託機能の活用ス ム（R C C信託機能の活用ス
託機能の活用スキームの創 キーム）の創設。「オフバラン キーム）の創設。「オフパラン
設等） ス化につながる措置」の明確

化をあわせ公表（11月22日）。
ス化につながる措置」の明確
化をあわせ公表（11月22日）。

・これらにより、再生可能性の
ある中小企業の再生と主要行
の不良債権処理促進との両立
を図る。

（ウ）中小企業貸出計画未達

金融庁

・平成15年3月期決算から適 ・みずほH Dに対して業務改善 ・引続き各期決算において対
先に対する業務改善命令の
発出

用。 命令を発出（1月31日）。 応。
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（エ）中小企業の実態を反映し

金融庁

・「貸し渋り・貸し剥がしホットラ

・財務局長へ指示（11月15
日）。

・「貸し渋り・貸し剥がしホットラ
た検査の確保 イン」等で得た情報を活用し、

中小企業の経営実態に応じた
検査を実施。

・検査マニュアル別冊（中小企
業融資編）に関する説明会等
の集中的実施。

イン」等で得た情報を活用し、
中小企業の経営実態に応じた
検査を実施。

（オ）中小企業金融に関する

モニタリング体制の整備
①「貸し渋り・貸し剥がしホッ

金融庁

・金融庁に開設（10 月2 5 ・金融庁に開設（10 月2 5
トライン」の創設 日）。財務局等に開設（1 1月1

日）。

・P R 用チラシを作成し、各財
務局・財務事務所に加え、地
方自治体、商工会・商土会議
所などに順次配付済み。

日）。財務局等に開設（1 1月1
日）。

・PR 用チラシを作成し、各財
務局・財務事務所に加え、地
方自治体、商工会・商工会議
所などに順次配付済み。

②「貸し渋り・貸し剥がし検

金融庁

・ホットラインで得た情報の整 ・関連部局に情報分析担当者 ・整理分析された情報を検査・
査」の実施（ホットラインで得 理・分析体制を整備し、その情 を配置。整理分析された情報 監督に随時活用。
た情報の整理・分析体制の
整備等）

報を検査・監督で活用。重大
な問題があると判断される場
合には、その金融機関に対し
て報告を徴求するほか、必要
があれば検査を実施し、適切
な行政処分。

を検査・監督に随時活用。
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C ．豊 か な 生 活

安 心 ・安 全

関 係

府 省 等
対応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か らの 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

株式に係る課税の簡素化や 財務省 ・一総務 ・平成 1 5年度税制改正におい 第15 6回国会に、平成15年度税 ①第156回国会において平成
貯蓄から投資への改革のた 省 ・金融庁 て、上場株式等の配当及び公募 制改正法案を提出。 1 5年度税制改正法案の年度
めの金融 ・証券税制の大胆 株式投資信託の収益分配金並び 内成立を図る。法案の成立・
な見直しを行う。 に上場株式等の譲渡益につい

て、2 0 ％源泉徴収で納税が完
了する仕組み （申告不要）を導
入するとともに、今後、5年間
1 0 ％の優遇税率を適用する。
また、公募株式投資信託の償還
（解約）損と株式等譲渡益との

通算を可能とすることとしてい
る。

施行にあたっては、新しい制
度が国民に利用されるよう政
府広報等の手段によりPR・情
報提供を行う。

ハ ． 規 制 改 革

2 ．資産デフレの克服にも金融庁 証券会社と顧客との間の証券取 「証券取引法等の一部を改正す 最低資本金の引下げについ
寄与する証券 ・不動産市場 引の仲介を行う証券仲介業制度 る法律」 （案）を今次国会に提 ても、平成16年4月の実施を
の活性化 の導入について、 r証券取引法 出済 （3月14日）。 目指し、所要の政令改正を
（1）証券市場の構造改革

の推進

・幅広い投資家の市場参加
を促進するため、最低資本
金の引下げや販売代理店制
度の導入によって、証券会
社を通じた販売チャネルの
拡充等を行う。

等の一部を改正する法律」
（案）に所要の措置を盛り込み

今次国会に提出する。

行う予定。
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二 ．金 融 シ ス テ ム 改 革

2 ．資産デフレの克服にも金融庁 証券会社と顧客との間の証券取 r証券取引法等の一部を改正す 最低資本金の引下げについ
寄与する証券 ・不動産市場 引の仲介を行う証券仲介業制度 る法律」 （案）を今次国会に提 ても、平成16年4月の実施を
の活性化 の導入について、 「証券取引法 出済 （3月14日）。 目指し、所要の政令改正を
（1）証券市場の構造改革

の推進

・幅広い投資家の市場参加
を促進するため、最低資本
金の引下げや販売代理店制
度の導入によって、証券会
社を通じた販売チャネルの
拡充等を行う。

等の一部を改正する法律」
（案）に所要の措置を盛り込み
今次国会に提出する。

行う予定。

政策目標C・金融庁・改革加速のための総合対応策 Page2



C ． 豊 か な 生 活 し

安 心 ・安 全

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

○今後の経済社会の構造変化等

財務省・総

・税制改革については、昨年6月に政 ①第156回国会において平成15年度
に対応した望ましい税制の構築 府税制調牽会において「あるべき税制 税制改正法案の年度内成立を図る。法
に向けて、政府税制調査会にお の構築に向けた基本方針」が取りまと 案の成立・施行にあたっては、新しい制
いて、今後とも引き続き、所 められるとともに、税制改革の基本を 度が国民に利用されるよう政府広報等
得、消費、資産等の適切な課税 含む「基本方針2002 Jが閣議決定さ の手段により情報提供を行う。
ペースの選択、できるだけ広い れた。さらに、それらも踏まえ、平成15 ②・③「基本方針200 2」やrあるべき税
課税ベースの確保等、幅広い観 年度税制改正で広範にわたる各税に 制の構築に向けた基本方針」を踏まえ、
点から検討を行う。とりわけ貯
蓄・消費行動、投資・起業行
動、労働供給 ・就業形態に対す
る誘因を十分に考慮して、個
人、企業の経済行動に対して中
立的な税制の構築に取り組む。

務省・税制
調査会

わたる改正を行うこととしている。 更なる検討を行う。

口 ．歳 出 改 革

○既存集合住宅に関する汀化 国土交通省 インターネット対応マンションの実態調 インターネット対応マンション ③
工事の実態を踏まえ、区分所 総務省 査を実施するとともに、 「インターネッ の実態を把握するとともに、新 「インターネットアクセスの円滑
有法の解釈を提示するほか、 経済産業省 トアクセスの円滑化に向けた新築共同住 集の共同住宅の情報化に際して 化に向けた新築共同住宅情報化標
新築集合住宅に関する汀化標 法務省 宅情報化標準」を策定した。 （平成14年3 の基本的な考え方が示されると 準」は14年7月に 「インターネッ
準を策定する。 月） ともに、技術的な指針が示され

た。
トアクセスの円滑化に向けた共同
住宅情報化標準」として既存住宅
も対象とした。このため、イン
ターネットアクセスの円滑化に向
けた共同住宅情報化標準」につい
て普及促進を図る。

○既存集合住宅に関するIT化 国土交通省 「インターネットアクセスの円滑化に向 共同住宅の情報化に際しての基 （諺
標準を策定するとともに、改 総務省 けた共同住宅情報化標準」等を策定し 本的な考え方が示されるととも 引き続き同標準および指針の普及

修のための合意形成マニュア
ル、技術指針を作成する。

経済産業省 た。 （平成14年7月） に、技術的な指針が示された。 促進を図るふ
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●　　　　　　　　　　●

O 「lT 人づくり計画」を実
嘩務省 ・高齢者・障害者等誰もが容易にIT を テ整備されたセンター施設で ・高齢者・障害者のlT 利 バリアフリー型のIT利用拠点の整

利用できるバリアフリー型の IT 利用拠 は、高齢者・障害者が廿機器を 用を進め、 IT を活用した 備について、引き続き15年度以降
施する。 （学校の高速・超高 点の整備として、‾3件 （岡山県岡山市」 利用し、ホームページの作成や 就労、自立や社会参加を－ も事業を実施するとともに、関連
速インターネット接続の推 神奈川県二宮町、宮城県矢本町）の補助 会議資料の電子化、文書の点字 層促進するために、引き続 機関誌等を活用し、・事業の周知・
進、コンテンツの制作・流通 金交付決定を実時した。平成1 4年度末 変換等の仕事に従事しており、 き本施策を継続するととも 広報を実施する予定。
の促進、教員のIT 指導力の までに、全国7 ヶ所において、地域にお 高齢者・障害者の能力を活用し に、国民の理解を深め、意 （予算施策名）‘ lT 生きがい・
向上、国民の情報リテラシー けるIT利用拠点の整備を実施こなお、平 た就業焼金の拡大、ITを利用し 織の向上のための周知・広 ふれあい支援センター施設整備事

業
（政府予算案）1．43億円

向上、IT 職業能力の開発、 成1 4 年6月に、施策の名称を従来の た自立か促進されている。 報等の充実を図ることが課
専門的IT 人材育成等） 「情報バリアフリー・テレワークセン

ター施設整備事業」から「lT 生きが
い・ふれあい支援センター施設整備事
業」に変更。

題となっている。

ホ．その他の制度改革

・け基礎技能講習講習事業等 総務省 地域汀リーダーの育成・確保経費、住民 普通交付税に算入されてい ・①第156回国会会期末
の成果を踏まえた国民の情報 サポートセンター運営経費を地方財政措 る施策であることを地方公 ②平成15年末
リテラシーの向上施策とし 置。　　　　　　　 （平成1 4年度 1 共団体に周知し槙極的な取 ③それ以降
て、地域廿リーダーの育成・
確保やI一丁基礎技能習得等住民
サポート事業を推進。

5 0 億円程度） 組を促す。 各区分を通して地方財政措置を
行い、地方単独事業の取組を促
す。

○インターネットサービスプ
総務省

・インターネットサービスプロバイダ等 ・インターネット上の情報の流 （獅
ロバイダ等の責任ルールの整 の責任ルールの整備を内容とする　r特定 通により権利の侵害が発生した 今後とも、同法の周知を図るとと
備のために、法案を提出す 電気通信役務提供者の損害賠償責任の制 場合のプロバイダ等の責任の範 もに、関係団体による自主的ガイ
る。 限及び発信者情報の開示に関する法律」 囲を明確化したことにより、プ ドラインの改訂・周知等の支援を

が第1 5 3 回国会において成立、平成1
4 年5月2 7 日に施行。また、関係団体
Ir上．乙白車的・ガ．イドう．イ‥㌧′の笛宕鼻音

ロパイダ等の自主的判断が促進
される。

行う。

○既存集合住宅に関する1T化 国土交通省インターネット対応マンションの実態調 インターネット対応マンション （診
「インターネットアクセスの円滑工事の実態を踏まえ、区分所 総務省 査を実施するとともに、 rインターネッ の実態を把握するとともに、新

有法の解釈を提示するほか、経済産業省 トアクセスの円滑化に向けた新築共同住 築の共同住宅の情報化に際して 化に向けた新築共同住宅情報化標
新築集合住宅に関するけ化標 法務省 宅情報化標準」を策定した。 （平成14年3 の基本的な考え方が示されると 準」は14年7月に 「インターネッ
準を策定する。 月） ともに、技術的な指針が示され

た。
トアクセスの円滑化に向けた共同
住宅情報化標準」として既存住宅
も対象とした。このため、イン
ターネットアクセスの円滑化に向
けた共同住宅情報化標準」につい
て普及促進を図る。
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○既存集合住宅に関する廿化 国土交通省 rインターネットアクセスの円滑化に向 共同住宅の情報化に際しての基 ③
引き続き同標準および指針の普及標準を策定するとともに、改 総務省 けた共同住宅情報化標準」等を策定し 本的な考え方が示されるととも

修のための合意形成マニュア
ル、技術指針を作成する。

経済産業省 た。 （平成14年7月） に、技術的な指針が示された。 促進を図る。

○学校、図書館等の超高速イ 総務省 ・文 ・地域の教育等の高度化を実現するた 平成 1 5 年2 月までに約6 ， 5 ・「e－Japan重点計画－2 0 0
ンクーネット接続の推進や開 部呵学省 め、学校、図書館、公民館、市役所など 0 0 校の学校を高速のネット 2 」で掲げられた、2 0 0 5 年度
達する I T 環境の整備等を通 を高速 ・超高速で接続する地域公共ネッ ワークで整備。 （整備中を含 までの概ねすべての公立小中高等

じ、学校等の情報化を推進す
る。

トワークの整備に取り組む地方公共団体
等を支援しているところであり、平成1
5 年 2 月までに 5 9 8 事業で交付 （貸
付）決定。

む。） 学校等の高速インターネット常時
接続を目指して、引き続き、地域
イントラネット基盤施設整備事業
等により、学校の I T 環境の整備
に取り組んでいく予定。
○平成 1 4 年度補正予算
地域イントラネット基盤施設整備
事業　　　　　　　　　　　 2 4 ，
3 6 5 百万円
○平成 1 5 年度政府予算案
（D 地域イントラネット基盤施設整
備事業　 3 ， 9 6 3 百万円
②地域公共ネットワーク基盤整備
事業　2 ， 0 4 2 百万円

‾○電子政府の情報セキュリ 総務省 総務省及び経済産業省において、共同で 2003年2月に、左記の暗号技術評
ティ碓保等のため、セキュリ 経済産業省 暗号技術検討会を開催し、暗号技術の評 価に基づき、 「電子政府」にお

ティポリシーに関するガイド
ラインを改訂するとともに、
暗号技術の評価等を実施す
る。

価等を実施。 ける調達のための推奨すべき暗
号のリストを決定。
また、同年同月、各府省におい
て、可能な限り、上記リストに
掲載された暗号の利用を推進す
る旨を合意。
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●　　　　　　　　　　●

O rt T人づくり計画jを実
施する。（学校の高速・超高
速インターネット接続の推
進、コンテンツの制作・流通
の促進、教員のIT指導力の
向上、国民の情報リテラシー
向上、IT職業能力開発、専
門的主丁人材育成等）

総務省・文
部科学省

地域の教育等の高度化を実現するため、
学校、図書館、公民館、市役所などを高
速・超高速で接続する地域公共ネット
ワークの整備に取り組む地方公共団体等
を支援しているところであり、平成15
年2月までに598事業で交付（貸付）
決定。

平成15年2月までに約6，5
00校の学校を高速のネット
ワークで整備。（整備中を含
む。）

・re－Japan重点計画－200
2」で掲げられた、2005年度
までの概ねすべての公立小中高等
学校等の高速インターネット常時
接続を目指して、引き続き、地域
イントラネット基盤施設整備事業
等により、学校のIT環境の整備
に取り組んでいく予定。
○平成14年度補正予算
地域イントラネット基盤施設整備
事業　　　　　　　　　　24，
365百万円　　　　　　○平成
15年度政府予算案　①地域イン
トラネット基盤施設整備事業
3，963百万円　　　　　②地
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